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はじめに 

2週間で 100 万人のペースでコロナ新規感染者が増えるさなか、一冊の本を読み終え

た。岡田春恵著、秘闘―私の「コロナ戦争」全記録―（382 ページ）で、2021 年 12 月

20 日新潮社から出版された。著者は、国立感染症研究所やマールブルク大学ウィルス

学研究所で研究生活を送り、現在は白鴎大学に籍を置くウィルス感染症学者である。新

型コロナウィルスについて国レベルの感染抑制策から災害避難場所や自宅での感染対

策の手引きに至るまで、活発に情報発信している。 

 新型コロナと生きる令和の日本と題する寄稿シリーズは、昨年 12 月いったん最終回

として区切りをつけたが、岡田教授の 2年間の記録を読んで、再度書かねばという衝動

を抑えきれなかった。筆者は「なぜ日本で PCR検査が少ないのか」「なぜ感染発生 1年

半も経て、官製トリアージ＝医療崩壊が起きたのか」との疑問を抱いてきた。彼女は、

そのヒントとなる事象を実名のまま率直に、ご自身の不利益にもなりうるリスクをとり

つつ、専門家・科学者の良心にかけて描写している。 

1. 間違いの始まり 

表題「秘闘」は意味深長だ。岡田教授、すなわちウィルス感染症の恐ろしさを知る科

学者が、論拠なく「大丈夫」と国民に安心感をもたせようとする政権中枢の専門家に挑

む闘いである。動かざること山の如き中央・地方の官僚組織を動かそうとする。そして

「日本は地震には敏感だけど、感染症には不感症だよね」（ドイツの研究者）と言われ

る、危機意識に欠ける土壌を変えようとする、秘められた闘いである。なお、本稿で著

書から文章を引用する場合、括弧書きで記し、ページ記載は省略する。 

著者は、2019 年末武漢で重症肺炎患者が発生との情報が届いてから、初期のリスク

評価の甘さ、初動の鈍さ・不徹底に加え、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づ

く「新感染症」に指定せず、既存の感染症法の「指定感染症 2 類相当」（20 年 1 月 28

日閣議決定）に位置づけたことが、すべての間違いの始まりとする。特措法の「新感染

症」ならば「既存の感染症法に縛られない柔軟な対応をとることで・・・省庁横断のオ

ール日本態勢で事にあたれる。」しかし、「指定感染症 2類相当」に指定し厚労省マター

としたことで、「医師の届け出義務、感染症の発生・動向・原因の調査、入院、移送・・・

ほとんどが保健所の仕事、全ての感染者を隔離する感染症病床が必要」となる。 
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現実には、保健所は 1997 年 706から 2020 年 469 カ所へ三分の二に数を減らされ、常

勤職員も削減されたことで、新型コロナ対策に十分対応できる状況ではなく、また感染

症病床の拡大も容易ではないことが間もなく判明した。感染対策の初動体制は極めて限

定的で、「帰国者・接触者相談センター」の名称が示すように、市中感染はないかのご

とき前提で、「37.5度以上の発熱４日以上」でないと相談さえ受付けなかった（横浜市、

京都市などは 2020年 11月 1日「新型コロナウィルス感染症コールセンター」など一般

的名称に変更）。 

2. 最大の失敗は PCR検査の制限 

「日本の新型コロナ対策において最大の失敗は、コロナの PCR 検査に制限を加え抑

制したことにある。感染しているか否かを確認するためには、このウィルスの遺伝子を

PCR 検査によって検出するしかない。PCR 検査を行わずして、コロナ対策は打てるは

ずがない。」 

検査には、大きく分けて、「行政検査」、「自治体等の独自検査」及び「自費検査」の

3 種類がある（東京都福祉保健局）。行政検査は、感染症法に基づく検査で感染の疑い

のある人に行い、そのデータは国立感染症研究所で集約、解析、発表される。自治体等

の独自検査は、無症状の人に対し、施設等での発生予防や感染拡大の早期探知のために

行われる。厚労省は、行政検査以外の後 2者、特に自費検査については消極的だった。 

2020 年 5 月「厚労省作成の『不安解消のために、希望者に広く検査を受けられるよ

うにすべきとの主張について』という文書を読んだ・・・『PCR 検査は特異度が低いた

めに（注）、検査を増やすと偽陽性の人が増え・・・病院に押しかけたら医療が崩壊す

る』という主旨だった。他国が積極的に検査をして感染者を見つけ出し、ウィルスの拡

大を押さえ込もうとしているのに対し、正反対の論旨である。」(筆者注：特異度とは、

実際に感染していない人のうち陰性になる人の割合。「適切な方法で検査が実施された

場合、偽陽性率は、0.1%よりも低い、すなわち、特異度は、0.999 よりも高いと考えら

れ る 。」 COVID-19 で の PCR 検 査 体 制  | COVID-19 有 識 者 会 議 

(covid19-jma-medical-expert-meeting.jp)) 

現場を預かる医師も厚労省の文書を批判している。「PCR検査は原理的に特異度 100%

で、コンタミネーション等がなければ偽陽性となることはありません・・・全世界的に

も PCR検査の偽陽性は全く問題になってはいません」（長野県医師会 新型コロナウィ

ルス感染症診療体制―PCR検査数は何故増えなかったのか？―）。 

第 1 回の緊急事態宣言が出された 2020 年 4 月上旬、東京都のコロナ相談件数 56,044

件に対し、検査数は 4,586 件に過ぎなかった。在日アメリカ大使館は、日本にいる自国

民に対し「日本政府は PCR 検査を広く実施しない方針をとっており、感染率を正確に

評価することは困難」として帰国を勧告している（4月 3日ウエブサイト）。また同月、

在日フランス大使館は、全自動 PCR 検査機器を開発した千葉のプリシジョン・システ

ム・サイエンス社に、欧州のコロナ流行下での PCR 検査に貢献したとして、感謝状を

贈呈している。しかし、この機器は日本ではまだ未承認で、ようやく承認発売されたの

は感染第 2波が襲った 8月だった。 

念のため筆者は、2020年 10月 29日付感染症対策分科会提言（提出者：脇田、尾身、

岡部、釜萢構成員など）「検査体制の基本的な考え・戦略（第 2 版）(案)」を読んでみ

た。検査対象を 3つのカテゴリー①有症状者、②無症状者（感染リスクおよび検査前確

率が高い場合、例えば濃厚接触者）、③無症状者（同じく低い場合、例えば一般人）に
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分け、①と②については「感染が拡大した場合に想定される国全体の検査ニーズを明ら

かにし・・・その検査体制を確保する。」他方、③については「広く一般に推奨される

わけではないが、想定される課題や留意点を踏まえつつ、社会経済活動の観点から個別

の事情などに応じて検査を行うことはあり得る」という原案の、下線部分が「受ける際

は、検査の内容やその際の留意事項を理解した上で受けることが重要」に消去・訂正さ

れている。そして「感染拡大防止に対する効果も低い」と断じる。一般市民向け検査に

対する、分科会の消極姿勢が表われている（corona13.pdf (cas.go.jp)178-188ページ）。 

3. 国の舵取りをする専門家二人 

コロナ対策は、新型コロナウィルス感染症対策本部を司令塔として実施されている。

対策本部の構成員は、本部長が内閣総理大臣、副本部長および本部員は全て国務大臣、

すなわち政治家である。発足当初の本部長は安倍首相、副本部長は菅官房長官、加藤厚

労相と西村特命担当相で、現在はそれぞれ岸田首相および松野官房長官、後藤厚労相、

山際特命担当相が任にある。 

 この政治家により構成される対策本部を、医学的な見地から助言を行うため、2020

年 2月に新型コロナウィルス感染症対策専門家会議（「専門家会議」）が置かれた。同年

7 月「専門家会議」は解消され、新型インフルエンザ等対策有識者会議（「有識者会議」）

とその下に開催される、基本的対処方針等諮問委員会ならびに新型コロナウィルス感染

症対策分科会（「分科会」）が、首相に対して意見具申する体制となった。また別途、厚

労省には助言機関としてアドバイザリー・ボードが置かれている。 

 これら全ての専門家助言機関にメンバーとして加わり、安倍晋三、菅義偉そして岸田

文雄の３代の首相に進言をし、現在（本稿執筆時点）も中枢のポストについている厚労

省の医系技官 OBが二人いる。岡田氏は、彼らが国のコロナ対策の誤った舵取りをして

きたと、厳しく批判する。なお二人は、「新感染症」の根拠法になり得たはずの「新型

インフルエンザ等特別措置法」の立法経緯にも、2010 年当時「新型インフルエンザ

（A/H1N1）対策総括会議」のメンバーとして関わっていた。 

彼女が国立感染症研究所に在籍した頃、「サイエンスよりも政治的落としどころを重

視し、調整力に長けた人物と、サイエンスを信奉し、調整には関心を持たない人物とい

う両極端のセンター長が、感染研には同時にいたのだ。この時代は長かった。私はその

時代をずっと経験し、・・・SARS 対応でも鳥インフルエンザ問題の対応でも、極端な

温度差の漂う現場を見てきた。特に H5N1 型鳥インフルエンザからの新型インフルエン

ザ問題では、同じ感染研でセンター長の肩書を持つ公務員が真逆のリスク評価をしてい

た。」調整型の前者は「平時の指揮官」であり、サイエンスに立脚する後者は「緊急時

に必要な指揮官」である。新型コロナ感染の緊急時に「彼らは『調整型』を選んだ。」 

著書のなかで田村憲久（前）厚生労働大臣との会話を紹介している。 

「そんなふうに専門家が政治的にやっていたから、この国の意思決定がおかしくなった

んじゃないですか。」 

大臣は答えた。 

「いや、政治に長けた専門家を選んだってことがダメだったんだ。僕から見たらどっち

もどっちだよ。この 30 年間、厚労省が先生（注）を重宝してきたんだ。」（筆者注：本

では実名） 

そして著者は最後に総括する。「新型コロナ対策で国の舵取りを担うという最重要の『公』

の役職を引き受けたお二人は『私』を優先した。」  

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/bunkakai/corona13.pdf
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4．感染第 6波の到来 

「冬のコロナは怖い。コロナは冬のウィルスだと思って準備しないと・・・医療はも

ちません」と岡田氏は繰り返し警告する。南アフリカで発生した変異ウィルスは日本に

も侵入し、昨年 12月末の新規陽性者数 450人は、2月初め 10万人を超え、重症者数 51

人は 1,100 人に増えた。医療崩壊（注）を起こした昨年 8月~9月第 5波のピークは、そ

れぞれ 2.5万人と 2,200人だった（注：「自宅療養者も増え、医療は事実上崩壊していた

が、政府は『医療崩壊』という文言を決して認めなかった」と著書に記される）。 

オミクロン株は感染拡大の速度が非常に速い一方、デルタ株に比べ重症化のリスクが

低い可能性が示されている(感染研 HP）。感染者数が多いため、自宅療養者は 1 月下旬、

第 5 波ピークの 2 倍の 26 万人に達し、入院者数も増えている。医療機関から 3 回以上

断られ、患者の搬送先がすぐに決まらない「救急搬送困難事案」は、3週連続で過去最

多となり、1月第 4週 5,303 件を記録した（消防庁）。このうちコロナが疑われるケース

は三分の一で、心臓や脳の疾患など一般の緊急事案が少なからず含まれる。ワクチン追

加接種の遅れもあって、2月 8 日新たな死者は 159 人と過去最多（注）となった（筆者

注：統計上は昨年 5 月 18 日 228 人が最多だが、うち 121 人は神戸市が未発表だった数

を一括計上）。岡田氏は「医療崩壊は多くの場合、最初に救急救命がダメになることか

ら始まる」と書く。 

感染急拡大により PCR 検査が追いつかない。日本の PCR 検査能力は 39 万件/日（2

月 3日厚労省）、すなわち人口 10万人あたり 325件と公表されているが、実際の検査件

数は 1 月末で 175 件（7 日平均）、英国の十分の一、米国の三分の一に過ぎない。他国

に比べ少ない検査実態にもかかわらず、PCR検査も、自宅で実施できる抗原検査も、検

査キットの不足等により必要に応じられない状況に陥ってしまった。 

 

主要国の新型コロナ感染、検査、ワクチン接種状況 

（2022 年 1 月最終週現在、出所：Our World in Data） 

 日本 台湾 米国 英国 ドイツ 瑞典 

新規感染者数/百万人 568.8 2.5 1359.4 1281.7 1900.1 4,027.6 

入院者数 17,269 不詳 125,145 15,669 2,264＊ 2,037 

検査件数/十万人 175 116 556 1,950 425 858 

陽性率 32.6％ 0.2 23.6 6.8 32.3 36.7 

ワクチン接種率 80.51％ 80.03 75.16 76.74 75.12 77.08 

追加接種者の割合** 3.5％ 23.1 26.5 55.5 52.7 36.4 

＊ドイツ重症者のみ 出所：RKI ＊＊出所：https://vdata.nikkei.com/newsgraphics/coronavirus-vaccine-status/ 

 

医療機関や保健所が対応しきれなくなったことを受けて、1 月 24 日、政府は従来の

医療・検査方針を変更した。①感染者の同居家族など濃厚接触者は、医師が検査なしで

コロナと判断する「みなし陽性」を認める。②医療逼迫地域では、自らの抗原検査で陽

性となれば、医師の診断も PCR 検査もなしで自宅療養し、自治体の健康フォローアッ

プセンターに連絡すればよいとされた。 
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「みなし陽性」の問題点として、PCR検査を省略して約 20名を診断した医師が、後

日フォローしたところ、陽性と判断したが感染していなかった者が数名、逆に陰性と判

断したが実際は陽性だったケースが数名いたと報道されている。PCR検査は、他の先進

諸国では積極的に実施されてきたのに対し、わが国ではこれまで抑制されていた。その

ツケが感染第 6波でまわってきたようだ。検査せずにコロナ感染症を診断するとは、100

年前のスペイン風邪の時代に逆戻りした感がある。 

おわりに 

スウェーデンでは小学校から、情報の真偽を確かめるシェルクリティーク（Källkritik、

ファクト・チェック）を訓練すると言う。筆者も見習って、「秘闘」を通読した後、重

要と思われる事項や気になる内容をネットで調べ、できる限り原資料に当たった。その

結果、ほとんどの裏付けが得られ、少なくとも記述に反する材料は見つからなかった。

すなわち、岡田春恵氏の記録は信用に値すると考えられる。 

昨年 12 月の本シリーズ最終回で、政府への信頼度が、日本は OECD 加盟国で 26 位

と低いことを指摘した。その背景として、政治指導者の科学的知見の軽視、異論の排除

と説明責任の排除という、民主主義を奉じる先進国とは異質の政治風土があるのではな

いかと問うた。今回紹介の図書は、感染症対策という危機管理の舞台裏を生々しく描く

ことで、政治家と専門家のなれ合いが、いかに国民の健康・命と生活を危うくするかを

明らかにしている。 

テレビの報道番組で、心筋梗塞で救急搬送された男性が、受け入れる病院が見つから

ないまま 3時間後に死亡し、遺族が「コロナが憎い」と語る映像が流れていた。新型コ

ロナの感染が国内で最初に見つかってから 3年目の今、ウィルスの正体はかなり明らか

になり、ワクチン、検査手法は確立し、治療薬も開発が進んでいる。しかし、五輪のさ

なか「入院制限」を実施した第 5次感染から半年を経て、同じ悲劇が繰り返されている。

もはや天災ではなく、「人災」と言わざるを得まい。 

「オミクロン」・・・「もちろん、これが最後の変異株ではないだろう。」安心して生

活できる日は、しばらく先になりそうだ。 

 

以上 
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